
























































































在しない。また，契約債務についてのローマⅠ規則（Règlement （CE） n° 
593/2008 du Parlement européen et du Conseil du 17 juin 2008 sur la loi 
applicable aux obligations contractuelles （Rome I））（15），非契約債務につい
てのローマⅡ規則（Règlement （CE） n° 864/2007 du Parlement européen 






































































































法定された理由が異なり， 1 号， 2 号， 4 ～ 6 号および 8 号の債権は他の
債権者に共同の利益を与えるため， 3 号は公益のため， 7 号は社会政策の
















































月 3 日の法律（Loi n° 67-5 du 3 janvier 1967 portant statut des navires et 
autres bâtiments de mer）」第31条へ移り，現在の2010年運送法典（Code 
des transports）L.5114-8条に引き継がれている。そして，以下のような債
10
























































































日付の定期傭船契約により，Société Van Dyck shipping corporation（以下，



























































































基づくものである。裁判所は，担保権の設定と有効性（la constitution et 
la validité de la sûreté）は被担保債権の準拠法（la loi du contrat ayant 
donné naissance à la creance）に支配され，先取特権および抵当権の実行
条件と配当順位（les conditions d’exécution et d’ordre des provilèges et 











































34年 9 月 2 日決定（77）がある。同決定は，何ら理由を述べることなく，船
舶先取特権の成否にかかる準拠法を旗国法としている。続いて，船舶燃料
油の代金債権が被担保債権となった事案についての②山口地裁柳井支部昭



















































流経法学　第17巻 第 1 号
それから，裁判例の傾向にはまた変化がみられ，船舶の沈没による積荷
の滅失に関わる責任制限債権が被担保債権となった事案についての⑧東京
























支部平成20年 7 月18日決定（86），⑪福岡地裁平成20年 9 月 8 日決定（87），⑫
フランス判例法理からみるわが国の船舶先取特権の準拠法
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流経法学　第17巻 第 1 号
債権の準拠法と法廷地法の累積適用を行ったりと第 5 期への移行期と思わ














































































































（ 3 ）『民法商法修正案理由書 博文館蔵版』（博文館，1898年）所収の「法例修正案理由
書」 4 頁によれば，法例の立法担当者は，船舶に関しては特別法に委ねる意図であっ
36










前掲注（ 1 ）11頁），自動車については，最高裁平成14年10月29日判決（民集56巻 8 号



















（ 7 ）学説の分類については，拙稿「判批」早稲田法学90巻 4 号（2015年）135頁を参照。
（ 8 ）裁判例の動向については，本文で後述するほか，拙稿・前掲注（ 7 ）142-144頁を
参照。
（ 9 ）本文において後述する，水戸地裁平成26年 3 月20日判決，福岡地裁小倉支部平成
27年12月 4 日決定，および神戸地裁平成28年 1 月21日決定。
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（12）ドイツでは，民法施行法45条 2 項が“Die Entstehung gesetzlicher Sicherungsrechte 
an diesen Fahrzeugen unterliegt dem Recht, das auf die zu sichernde Forderung 
anzuwenden ist. Für die Rangfolge mehrerer Sicherungsrechte gilt Artikel 43 Abs. 1.”
と定めており，輸送手段に対する法定担保物権の存否につき被担保債権の準拠法がそ
の準拠法となる。複数の担保物権が存在する場合の優先劣後については，上記45条 2
項の後段により，“Rechte an einer Sache unterliegen dem Recht des Staates, in dem 




川上・前掲書のほか，櫻田嘉章＝道垣内正人（編）『注釈国際私法 第 1 巻』（有斐閣，
2011年）11-25頁〈櫻田嘉章執筆〉参照。
（14）本文のⅡ（2）にて後述。
（15）（2008） OJ L 177/6.
（16）（2007） OJ L 199/40.
（17）たとえば，民法典3条や47条ほか。海事関係ではかつて，「傭船契約および海上運
送契約に関する1966年6月18日の法律（Loi n° 66-420 du 18 juin 1966 sur les contrats 
d’affretement et de transport maritimes）」第 3 条に“En matière internationale, le 
contrat d’affrètement est régi par la loi du pavillon du navire, sauf convention contraire 
des parties.”という，国際的事項に関し，当事者に別段の合意がない限り傭船契約は
旗国法に服する旨の規定があった。なお，当該規定は，現在は廃止されている。
（18）Y. Loussouarn, P. Bourel, et P. de Vareilles-Sommières, Droit international privé, 
10eéd., Dalloz, 2013, pp.22-26.
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（22）澤木＝道垣内・前掲注（ 5 ）21頁，笠原・前掲注（ 1 ）73頁。
（23）溜池・前掲注（19）143頁，松岡＝高杉・前掲注（ 1 ）48頁。
（24）櫻田＝道垣内・前掲注（19）241頁〈櫻田嘉章執筆〉。




















　　 7 号： 冒険貸借債権者の債権および船長が船籍港外における停泊中必要な場合に締
結したその他の信用行為に基づく債権
　　 8 号：積荷および旅客手荷物の引渡不履行または毀損による債権















　　 6 号： 冒険貸借債権者の債権および船長が船籍港外における停泊中必要な場合に締
結したその他の信用行為に基づく債権
　　 7 号：積荷および旅客手荷物の引渡不履行または毀損による債権




















流経法学　第17巻 第 1 号
説明されている。
（30）Georges Ripert, Droit maritime, tomeⅡ, 2eéd., Rousseau, 1922, n° 1158. また，この
Ripert教授の分類を紹介する邦語文献としては，田中誠二『新訂 海商法提要』（有斐閣，
1948年）568頁。なお，Georges Ripert, Droit maritime, tomeⅡ, 4eéd., Rousseau, 1952, 
n° 1105では，“imitation”という単語ではなく“inspiré”という単語を用いて，フラ
ンス商法典の影響を受けたとしている。とはいえ，フランス法においては，船舶先取























責任制限法95条 3 項および船舶油賠法40条 3 項はともに，商法上の船舶先取特権に関
する規定である843条，844条 2 項本文および 3 項，845条，846条，847条 1 項ならび






















（44）Philippe Delebecque, 《Privilèges maritimes》, J.-Cl. Transport, Fasc.1090, p.3. な
お，2324条の全文は，“Le privilège est un droit que la qualité de la créance donne à un 
créancier d’être préféré aux autres créanciers, même hypothécaires.” というものである。
（45）運送法典L.5423-3条（1997年の破毀院判決の当時は「傭船契約および海上運送契
約に関する1966年 6 月18日の法律」第 2 条），「傭船契約および海上運送契約に関す
る1966年12月31日のデクレ（Décret n° 66-1078 du 31 décembre 1966 sur les contrats 

















（52）M. Bourassin, V. Brémond, M. Jobard-Bachllier, Droit des sûretés, 5eéd., Dalloz, 
2016, pp.404-407.
（53）留置権の準拠法については，わが国には本文で後述する大審院の判例がある。
（54）Cass. com., 20 mai 1997, Navire Nobility : DMF 1997, p.891, rapp. J.-P.Rémery et 
obs. M. Rémond-Gouillud.
（55）英国船Fire Queen号に関するCA Bordeaux, 1er avr. 1889 : S. 1891, 2, p.103. –CA 
Rouen, 10 mai 1905, Navire Malange : RID mar., t. XXI, p.293など。
（56）CA Rennes, 6 févr. 1962, Tanker Wang-Importer : DMF 1962, p.475.
（57）CA Aix-en-Provence, 6 janv. 1982, Navire Oberhaussen : DMF 1984, p.341.
（58）CA Aix-en-Provence, 3 déc. 1983, Navire Namrata : DMF 1984, p.743.











（66）破毀移送後の判決は，CA Rouen, 14 mars 2000, Navire Nobility : DMF 2000, p.1006.
（67）現在は，ローマ条約からEU共通法であるローマ規則Ⅰに代わっている。
（68）J.-P. Rémery, rapp., op. cit. （note 54）, pp.894-901.
（69）M. Rémond-Gouillud, obs., op. cit. （note 54）, pp.903-905.
（70）Pierre Bonassies, Le droit positif  français en 1977, n° 130, DMF 1998, Hors série 
n° 2, p.85.
（71）Philippe Delebecque, Droit maritime, 13eéd., Dalloz, 2014, p.151.




（73）P. Delebecque, obs., ibid., p.49.
（74）Cass. com., 12 mars 2013 : DIP 2013, p.649.
（75）フランス民法典第 3 条第 2 項は以下のような条文である。“Les immeubles, même 
ceux possédés par des étrangers, sont régis par la loi française.”
（76）Cass. Req., 19 mars 1872 : S. 1872, 1, p.238. –Cass. Req., 24 mai 1933 : RCDIP 1934, 
p.142.
（77）下民集10巻 9 号1849頁。
（78）下民集18巻 5 ・ 6 号711頁。
（79）下民集21巻 3 ・ 4 号607頁。
（80）下民集22巻 1 ・ 2 号52頁。














平成19年 6 月 4 日決定，被担保債権の準拠法と旗国法を累積適用する大阪地裁平成20
年 3 月31日決定，裁判例⑩福岡地裁小倉支部決定の上級審であり，通則法13条 2 項に
より原因事実完成時の船舶の所在地法と被担保債権の準拠法を累積適用した福岡高裁



































（101）この議論については，白石大「債権の発生時期に関する一考察（ 1 ）－（ 6 ・完）」
早稲田法学88巻 1 号（2013年）91頁以下，88巻 2 号（2013年）173頁以下，88巻 3 号
（2013年）121頁以下，88巻 4 号（2013年）81頁以下，89巻 1 号（2013年）37頁以下，
89巻 2 号（2014年） 1 頁以下参照。
（102）公刊されていない裁判例の中には，小川英明「外国船舶の任意競売の一事例―サ
ブラ・コア号，バナナ・コア号事件について―」判タ345号（1977年）73頁で日本法
を準拠法としたことが紹介されている。東京地裁が昭和51年に扱った事件のように，
公刊されている裁判例の傾向とは異なる判断を示した裁判例も存在するようである。
フランス判例法理からみるわが国の船舶先取特権の準拠法
45
（103）森田・前掲注（11）127-128頁。
（104）櫻田＝道垣内・前掲注（13）365頁〈竹下啓介執筆〉。
（105）谷川・前掲注（98）65頁は，差押時の船舶所在地法を適用することにより，法定
担保物権の承認の問題が法廷地の公序の問題と深く関わり合うことと調和する結果を
導くことになるとする。
（106）阿部＝峰・前掲注（98）233頁は，除斥期間の存在を理由に，船舶先取特権の発生
時を被担保債権の弁済期とする。
（107）たとえば，古いものとして，久保岩太郎『國際私法論』（三省堂，1930年）539頁
は，完成時期が決定できない以上は完成当時の所在地法を適用しえないから，法廷地
であるわが国の国際私法により判断すべきとする。近時のものでは，木棚・前掲注
（ 1 ）324-325頁〈木棚照一執筆〉は，物権変動の原因となりうる事実，たとえば，売
買契約の成立，代金の支払い，目的物の引渡しを先に生じた順番からその事実発生当
時の所在地法を適用してみて完成しているかどうかを決定し，そのうち最も先に完成
している時点を原因事実の完成当時と特定する方法が現実的とする。また，櫻田＝道
垣内・前掲注（13）377-378頁〈竹下啓介執筆〉は，実際の裁判においては，一方当事
者が原因事実であると主張する事実が発生した時点における所在地法によって，実体
法上，その主張された事実によって物権変動が生じたか否かを判断することになると
する。
（108）そのため，通則法は私法上の問題をくまなく切り分けて規定しているとの前提で
解釈適用するという姿勢をとるべきであって，法の欠缺を認めて自由な議論を行うこ
とはできれば差し控えるべきとするのが，道垣内・前掲注（97）673頁。
